
２０１４年９月議会・個人質問 

2014 年 9月 19日 田口一登 

 

１． 総合計画２０１８の策定について 

（１） 市内のどこに住んでいても、安心して快適に暮らせるまちづくりこそ 

【田口議員】おはようございます。通告に従い、最初に、総合計画２０１８の策定について

質問します。 

総合計画は、「長期的展望に立ったまちづくり」の重点戦略の３に、「国際的な都市間競争

を勝ち抜く、大きく強い名古屋をつくる」を掲げています。これは、リニア中央新幹線の開

業を前提に、「世界に冠たるスーパーターミナル・ナゴヤ」をめざして、名古屋駅周辺の大規

模な開発を進めようというものです。 

リニア関連の開発には巨額の税金を投入する道を開く一方で、福祉は、「助け合い」という

美名のもとに、自立・自助を強いる方向性が、重点戦略の１から透けて見えます。しかも、

河村市長は、1000メートルタワーなど、総合計画にも掲げられていない見かけの派手さだけ

を追い求める巨大箱物まで、一人思いめぐらしておられます。 

しかし、いま名古屋では、私が昨年１１月定例会の議案外質問で取り上げたように、高齢

者などが買い物に不自由する買い物困難地域が増えています。また、老朽化が進んでニーズ

に合わなくなり、子育て世帯から敬遠されている市営住宅も少なくありません。 

十数年先の名古屋が、名古屋駅前には超高層ビルが林立し、高速道路のインターもでき、

活気にあふれる一方で、高齢者が買い物にも困り、市営住宅など市の施設は廃れてみすぼら

しい姿をさらす――こんないびつな名古屋のまちづくりでいいのでしょうか。市内のどこに

住んでいても、安心して快適に暮らせるまちづくりこそめざすべきではありませんか。市長

の答弁を求めます。 

 

1000ｍタワーも色々考えれば儲かることはでき、福祉にまた影響してくることで、ど

えりゃあええこと（市長） 

【河村市長】当然のことながら福祉とか教育とかいう分野は、非常に重要な政治というか行

政というか分野でございますが、同時にやっぱり産業というか、金儲けというかですね、や

っぱり稼ぐと、経済学的に言うと総生産ですね。国民総生産をまずつくって、それが分配さ

れて所得になって、それが商品になるというのが基本中の基本で。 

とにかく、名古屋とすると、都市の力を絶対落とさんように、これ、特に産業の力を絶対

落としちゃいかんということが、それが福祉を充実させるための非常に重要なエッセンスに

なるという、そういう考えでございます。 
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1000ｍタワーもちゃんと何処に造るかとか色々考えればですね、儲かることはできるわけ

です。それが福祉にまた影響してくることで、どえりゃあええことじゃないですかね、そう

思います。 

 

総合計画に掲げるキャッチコピーや構想だけでは物足りないのか（再質問） 

【田口議員】産業を興す、発展させることは大事です。しかしなごやを見れば商店街はすた

れたり、中小企業が事業を閉めるところも増えている。名古屋駅前だけが高層ビルなどで活

性化しても、ほかが廃れてはいけないということを言っている。市長は、先の本会議の提案

理由説明の中で、世界中の人を惹きつける「世界に冠たるナゴヤ」と言われました。しかし、

総合計画の中に「世界に冠たるナゴヤ」というキャッチコピーはありません。重点戦略３の

中にある文言は、「世界に冠たるスーパーターミナル・ナゴヤ」です。市長は、「スーパータ

ーミナル」という言葉をわざわざ外しておられます。 

そして、市長が構想されている 1000メートルタワーも、熱田神宮と伊勢神宮をＳＬでつな

ぐ構想も、総合計画にはありません。名古屋城天守閣については、総合計画では「整備に関

する検討調査等」とされていて、木造復元という文言はありません。 

市長、あなたは、「国際的な都市間競争を勝ち抜く、大きく強い名古屋をつくる」という重

点戦略を推し進めるためには、総合計画に掲げるキャッチコピーや構想だけでは物足りない

というお考えですか。お答えください。 

 

基礎的な市民サービスを中心に、あの時点で描けるものを提案（市長） 

【河村市長】総合計画は今、ご審議に入らせていただいてますけど、どっちかというと基礎

的な市民サービス、まずあの時点でですね、これはと確定的にいえるものについて提案した

ということで。 

中村区での集会でも、「まあちょっと夢があるのを、ようけ書いてくれないかんがや」とい

う話もありましたけど、それらについては、これからご議論を経て議会の承認を得ながらや

ってかなかんもんで、あの時点においては、そこらへんの、そこらへんは言い方悪いですけ

ど、基礎的な市民サービスを中心に、あの時点で描けるものをご審議お願いしとるところで

す。 
 

リニア関連開発や巨大箱物構想よりも、市民の暮らし・福祉・子育て優先の総合計画

への転換を（意見） 

【田口議員】総合計画は基本構想に基づく中長期的計画、中期ですよね、5 年ですから。さ

らに長期的な街づくりの展望にもたったうえで中期的な 5 年間の計画を出されているわけで

すよ。だから、その中に、やはり市長の思いがあるんだったらきちんと反映されてなければ
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ならない。 

市長は、先の本会議の提案説明で、1000メートルタワーなどの構想を実現するために、市

職員にたいして、強い精神を持って取り組む必要があると求めておられました。今議会に総

合計画を提案する端から、総合計画に掲げていない構想の実現を市職員に求めるというので

は、職員は混乱するでしょう。市の事務を執行し管理する市長として、これではいかがかと

思います。 

リニア開業を口実に、名古屋駅周辺の大開発にとどまらず、巨大箱物づくりに莫大な税金

が投入されるようなことがあってはなりません。 

私たち共産党市議団が実施した市政アンケートでは、アンケート用紙を各戸に配布したと

ころ、4700 通を超える回答が寄せられましたが、「くらしが以前と比べて苦しくなった」と

答えた方が 76％にのぼっています。行政の責任者である市長が、毎日、朝から晩まで考える

べきことは、苦しくなっている市民の暮らしのことではないでしょうか。リニア関連開発よ

りも、ましてや巨大箱物構想よりも、市民の暮らし・福祉・子育て優先の総合計画へと転換

することを求めて、質問を終わります。 

 

 

２． 子ども・子育て支援新制度について 

（１）保育の必要量の確保は認可保育園の整備を基本に 

【田口議員】次に、来年度から実施予定の子ども・子育て支援新制度について質問します。 

新制度は、これまでの幼稚園と保育園に加えて、新たな「認定こども園」や地域型保育事

業を始めるというものです。最大の特徴は、これまでの市町村の責任によって保育を提供す

る現物給付の仕組みを改め、利用者と事業者の直接契約を基点にする現金給付の仕組みに変

更したところにあります。高齢者福祉の分野では、介護保険化を機に営利企業の参入が一気

に進みましたが、新制度も、保育分野への営利企業の参入促進など、保育の市場化をめざし

て提起されました。 

これにたいして、福祉としての保育制度の根幹が揺らぐという批判が広がり、本市会も国

へ意見書を提出しました。国会では法案の修正が行われ、市町村の保育実施責任をうたった

児童福祉法 24条１項が復活。これにより、新制度になっても、保育所は現在と変わらず、市

町村の責任で保育が実施されることになりました。 

新制度への移行にあたっては、市町村の保育実施責任が最大限に活かされ、現行の保育水

準を維持し、拡充するという観点が大切であると考えます。この点に立って、子ども青少年

局長に数点お尋ねします。 

第１は、子ども・子育て支援事業計画における保育の必要量の確保についてであります。 
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新制度の実施にあたっては、ニーズ調査をふまえて、子ども・子育て支援事業計画を策定

することが義務づけられており、本市では現在、事業計画案のパブリックコメントが行われ

ています。事業計画案では、2015 年度から 17 年度までの３年間で、保育・教育事業の必要

な量に対する不足分を確保するとして、３歳以上の保育が必要な子ども――「２号認定子ど

も」といいますが――については 2461人分、３歳未満の保育が必要な子ども――「３号認定

子ども」といいますが――については 3163人分を確保する計画となっています。 

ところが、確保する方策は、保育所や認定こども園、小規模保育、家庭的保育などを「分

離して考えず、一体的に確保していく」とされており、市町村の保育実施責任が明確な保育

所で、どれだけ確保するのか明示されていません。 

本市が昨年実施したニーズ調査では、３歳未満の子どもを持つ保護者では、保育所の利用

希望が 50％にのぼる一方で、認定こども園は 3.5％、家庭保育室は 1.3％にすぎず、保育所

への入所希望がきわめて高くなっています。 

保育の必要量の確保は、こうした保育ニーズからも、また、児童福祉法 24条１項の市町村

の保育実施責任を果たす立場からも、認可保育所の整備を基本に進めるべきではありません

か。答弁を求めます。 

 

保育所の整備を中心に行ってきたが、新制度も同様にすすめる 

【子ども青少年局長】平成 27年 4月から始まる子ども・子育て支援新制度においては、市が

策定する「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、必要量の見込みに対応した整備を計画

的に行うこととされております。 

一方、本市でこれまで行ってきた待機児童対策では、直近の保育所入所申込の状況等を踏

まえつつ、地域の実情も合わせながら、効果的な対策となるように進めてまいりました。 

平成 22 年度から平成 25年度までに、保育所を 80か所新設するなど、これまで保育所の整

備を中心に行ってまいりましたが、新制度におきましても、こうした考え方に基づき、進め

てまいりたいと考えております。 

 

（２）小規模保育事業の保育士配備の割合を引き上げよ 

【田口議員】第２は、小規模保育事業の認可基準についてであります。 

定員が６人から 19人までの小規模保育事業には、３つの類型がありますが、職員の配置基

準が異なっています。国の基準では、Ａ型は全員が保育士ですが、Ｂ型は保育士の割合が２

分の１以上に緩和され、Ｃ型は保育士資格がなくても市町村の研修を終了した家庭的保育者

でよいとされています。 

児童福祉法はその第１条で、「すべての児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されな

ければならない」と規定されていることからも、すべての子どもに教育・保育を受ける権利
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を等しく保障するためには、保育の基準に格差を生じさせてはならないと考えます。本市は、

Ｃ型については本市の現行の基準に合わせて、「家庭的保育者は保育士とする」と基準を引き

上げますが、Ｂ型については国基準のままであります。 

保育に格差を生じさせないためには、Ｂ型も保育者は全員保育士とすべきですが、国はＢ

型の基準をＡ型とまったく同一にすることを認めていません。しかし、自治体が、国を上回

る基準を設定することは認めており、北九州市は４分の３、札幌市、仙台市、横浜市では３

分の２以上に引き上げることを予定しています。 

本市でも、小規模保育事業Ｂ型の保育士割合を国の基準以上に引き上げることを求めます。

お答えください。 

 

現行水準を確保するため半数を保育士とする 

【子ども青少年局長】本市におきましては、現在、小規模保育事業及びグループ実施型家庭

保育室について、従事者の半数が保育士であることを求めております。 

新制度における小規模保育事業は、職員の資格要件等によりＡ型、Ｂ型、Ｃ型の 3 類型に

分かれておりますが、いずれの類型においても本市の現行水準は確保しなければならないと

考えております。 

小規模保育事業Ｃ型につきましては、国の基準では従事者の保育士資格に関する要件がな

いため、国の基準に上乗せし、半数を保育士とすることとさせていただくことを予定してお

りますが、小規模保育事業Ｂ型につきましては、国の基準においても従事者の半数が保育士

であることとされているため、本市の現行水準を確保できるものと考えております。 

新制度においては、保育士の害蛤が高ければ公定価格が加算されるということも踏まえ、

引き続き保育の質が確保できるよう、努めてまいりたいと考えております。 

 

（３）民間社会福祉施設運営費補給金制度の堅持を 

【田口議員】第３は、民間社会福祉施設運営費補給金制度についてであります。 

民間社会福祉施設運営費補給金制度は、公私間格差を是正するためのものであり、これに

より民間保育所の保育士などの給与が、公立保育所の職員並みに保障され、国基準を上回る

職員の配置が保障されています。 

先日、共同保育所から認可園となった保育所などでつくる愛知県小規模保育所連合会と名

古屋市との話し合いがもたれ、私も同席させていただきました。ある民間保育所の父母の方

が、「保育園の先生たちが、専門性を発揮して保育をすすめるためには、安心して働き続ける

保障が必要です。新制度においても運営費補給金制度を堅持してほしい」と訴えておられま

した。 

保育水準を維持するために、民間社会福祉施設運営費補給金制度は堅持すべきです。明快
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な答弁を求めます。 

 

これまでの経過や公定価格の水準等を総合的に勘案し、慎重に検討したい 

【子ども青少年局長】民間社会福祉施設運営費補給金制度については、これまで、保育所の

安定的な運営に一定の役割を果たしてきたところであると認識しております。 

しかしながら、現状において、国の子ども・子育て支援新制度の詳細についてはまだ確定

していない状況であり、今後の予算編成の中で議論していくこととされております。 

子ども青少年局といたしましては、大変厳しい財政状況の中で、国の議論の動向を注視し

ながら、これまで補給金制度により民間施設の処遇の向上を図ってまいりました経過や公定

価格の水準等を総合的に勘案し、慎重に検討してまいりたいと考えております。 

 

（４）公立保育園は幼保連携型認定こども園へ移行すべきでない 

【田口議員】第４は、幼保連携型認定こども園への移行についてであります。 

幼保連携型認定こども園は現在、本市に２か所あります。これまでは認可幼稚園と認可保

育所を一本化した施設でしたが、新制度では、内閣府所管の新しい単一の施設となります。 

国は幼稚園、保育所からの移行を推奨していますが、幼稚園関係者からすると、３歳未満

児の保育については新たな取り組みであり、躊躇する向きがあります。そこで、国は幼稚園

から移行する場合、３歳未満児の保育を必要とする子どもの定員は設けなくてもよいとした

ために、多くが３歳未満児である待機児童への対策は後景に追いやられてしまいました。 

保育所から幼保連携型認定こども園に移行する際には、３歳以上の保育の必要がない子ど

も――「１号認定子ども」といいますが――の定員枠を設けなくてもよいとされています。

本市では、１号認定子どもにたいする幼稚園の供給量は、現状でもほぼ需要を満たしており、

保育所が認定こども園に移行して、１号認定子どもを受け入れる必要性はまったくありませ

ん。むしろ、幼稚園の経営を圧迫しますので、１号認定定員を設けるべきではありません。 

であれば、保育所が認定こども園に移行しても、政府が喧伝するメリット、「保護者が働か

なくなったなど、就労状況が変わった場合も、通い慣れた園を継続して利用できる」という

メリットはもたらされません。保育所の認定こども園への移行は、児童福祉法２４条１項の

位置づけをはずすことによって、市の保育実施責任を後退させるだけであります。 

公立保育所の移行については、市が判断することになりますが、以上の点から、私は、公

立保育所は幼保連携型認定こども園に移行すべきではないと考えますが、いかがお考えです

か。 

 

様々な課題があり、制度全体の実施状況も踏まえながら、総合的に検討したい 

【子ども青少年局長】幼保連携型認定こども園につきましては、幼稚園や保育所の機能を併
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せ持ち、保護者の就労状況及びその変化等によらず、柔軟に子どもを受け入れられる施設で

あることから、幼稚園及び保育所として一つの認可の仕組みとした制度改正の趣旨を踏まえ、

国からは、市町村が幼保連携型認定こども園の普及に取組むことを求められております。 

しかしながら、公立保育所の幼保連携型認定こども園への移行にあたりましては、保育士

資格と幼稚園教諭免許の両方を保有した教育公務員となる保育教諭の配置や園舎・園庭の面

積基準の充足などの様々な課題があることから、制度全体の実施状況も踏まえながら、総合

的に検討してまいりたいと考えております。 

 

（５）保育料は据え置きを 

【田口議員】第５は、利用者負担についてであります。 

なごや子ども・子育て支援協議会の教育・保育部会から、「平成２７年４月当初の新制度に

基づく教育・保育施設の利用者負担の額は、現状維持を基本とすること」「第３子以降３歳未

満児保育料無料制度も継続すること」との意見具申が示されました。 

この意見具申を踏まえて、保育料は据え置くことを求めます。お答えください。 

 

現状維持を基本とする意見具申の内容を踏まえ、予算編成で検討したい 

【子ども青少年局長】新制度における保育料等のあり方につきましては、この間、教育・保

育に係る学識経験者等からなる子ども・子育て支援協議会「教育・保育部会」で、ご議論い

ただいたところでございまして、「平成 27 年 4 月当初の新制度に基づく教育・保育施設の利

用者負担の額は、現状維持を基本とする」との意見具申をいただきました。 

子ども青少年局といたしましても現状維持を基本とする意見具申の内容を踏まえ、予算編

成の中で検討してまいりたいと考えております。 

 

（６）上乗せ徴収は認めないようにすべき 

【田口議員】新制度では、施設・事業者による保育料以外の上乗せ徴収や実費徴収を認めて

います。保育所ではこれまで、上乗せ徴収という考え方での費用徴収は行われていませんが、

新制度では、「保育の質の向上を図るため」として、英会話や音楽教室、体操教室などのオプ

ション保育が容認され、これに要する費用が上乗せされて、低所得者の負担が重くなりかね

ません。 

上乗せ徴収について新制度では、私立保育所は自治体と協議し承認を得るとされています

ので、保育所における上乗せ徴収は、原則として認めないようにすべきではありませんか。

また、認定こども園や小規模保育事業などでは施設・事業者ごとに設定できるので、高額な

別料金を設定するところが出てくるかもしれません。直接契約の施設・事業者による上乗せ

徴収についても、行政が関与する仕組みを設けるよう国に求めるべきではありませんか。 
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保育所はケースごとに判断し、認定こども園等は適正な運用を指導したい 

【子ども青少年局長】子ども・子育て支援新制度において、上乗せ徴収は、省令で「教育・

保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価」と定められ、給食費等の実費

徴収との一定の区分がなされました。また、上乗せ徴収をする際には、額や徴収理由をあら

かじめ書面表示をして説明し、同意を得ることが必要であり、従前よりも明確に手続きが定

められました。 

 保育所の上乗せ徴収につきましては、この手続きに加え、自治体との協議が必要とされて

おりますこ協議があった場合は、保育料が応能負担とされていること、また、今後、国から

示されると思われる制度運用の詳細を踏まえて、個々のケースごとに判断をする必要がある

ものと考えております。 

 また、認定こども園等、直接契約の施設・事業者による上乗せ徴収については、幼児期の

学校教育・保育の質的改善を図るという制度の趣旨を踏まえ、適正に運用されるよう、指導

してまいりたいと考えております。 

 

保育の質の向上という新制度の趣旨をふまえ、運営費補給金制度は堅持を（意見） 

【田口議員】子ども・子育て支援新制度につきましては、今後の委員会における条例案の質

疑に委ねますが、１点だけ要望させていただきます。 

民間社会福祉施設運営費補給金制度について、この制度が仮に維持されないとすると、民

間保育所の職員の給与が下がり、加配もできなくなり、保育の水準が下がってしまいます。

新制度は、保育の質の向上をうたっているのですから、保育の質の水準が下がるようなこと

は絶対あってはならない。ですから、運営費補給金制度は、今度の予算の中できちんと確保

して堅持されることを強く要望しておきます。 
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